
全国調査結果

2014年度下期調査

ニッセイ
景況アンケート調査結果

＜調査結果のポイント＞
◆企業の景況感は改善優勢も、消費の低迷を

背景にやや足踏み状態

◆従業員の健康保持・増進に対する関心は高

まり、取組み効果も顕在化

協力：株式会社ニッセイ基礎研究所
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【定例調査項目】
【１】従業員数について（パート・アルバイト含まず）

◇従業員数の増減について（対前年比）

【２】業況について

【３】売上について

【４】経常損益について

【５】現在の金融機関の貸出態度について

【６】金融機関との取引関係の変化について

【７】設備投資について

【８】今後必要となる経営資金について

【９】興味のある又は実施を検討されているファイナンス手法を教えてください（主なもの２つまで）

◇（①又は②又は③とご回答の場合）取引関係変更の理由（主なもの２つまで）

◇設備投資金額について（前年度と比べ）

◇設備投資目的について（主なもの２つまで）

◇（調達方法で②又は③とご回答の場合）調達決定する際に重視する要素（主なもの２つまで）

H26/4実 績：  ①増やした（29.5％） ②横ばい（58.7％） ③削減した（8.8％）
H27/4見 込：  ①増やす（30.4％）   ②横ばい（59.7％） ③削減する（6.0％）

現           在：  ①良い（8.7％） ②やや良い（23.9％） ③ふつう（40.1％） ④やや悪い（21.7％） ⑤悪い（4.2％）
H27/9末見通：  ①良い（5.6％） ②やや良い（19.6％） ③ふつう（50.0％） ④やや悪い（17.2％） ⑤悪い（2.6％）

H26年度見込：  ①連続増収（30.4％） ②増収に転じる（14.2％） ③前年並み（32.9％） ④減収に転じる（16.9％）
                   ⑤連続減収（4.0％）
H27年度見通：  ①連続増収（20.7％） ②増収に転じる（12.1％） ③前年並み（49.4％） ④減収に転じる（8.0％）
                   ⑤連続減収（3.3％）

H26年度見込：  ①連続増益（21.7％） ②増益に転じる（16.8％） ③前年並み（33.9％） ④減益に転じる（22.0％）
                   ⑤連続減益（3.9％）
H27年度見通：  ①連続増益（14.0％） ②増益に転じる（13.8％） ③前年並み（53.1％） ④減益に転じる（9.4％）
                   ⑤連続減益（3.0％）

①積極的（38.4％） ②やや積極的（19.4％） ③ふつう（32.1％） ④やや厳しい（1.7％） ⑤厳しい（0.9％）

直近１年： ①取引金融機関を増やした（8.7％） ②取引金融機関を減らした（3.8％） ③メインバンクを変えた（0.4％）
               ④特に変化なし（82.5％）
今      後： ①取引金融機関を増やす（2.7％）   ②取引金融機関を減らす（3.3％）   ③メインバンクを変える（0.4％）  
               ④特に変化なし（86.1％）

①有利な借入条件（49.5％） ②円滑な資金調達（37.6％） ③効果的な経営相談（5.7％）
④社会的信頼性の向上（5.8％） ⑤取引金融機関数の適正化（29.4％） ⑥その他（12.1％）

H26年度見込：  ①増加する（18.9％） ②やや増加する（15.7％） ③横ばい（47.5％） ④やや減少する（7.8％）
                   ⑤減少する（4.5％）
H27年度見通：  ①増加する（12.2％） ②やや増加する（14.2％） ③横ばい（53.1％） ④やや減少する（7.3％）  
                   ⑤減少する（3.6％）

①生産・販売能力増強（41.1％） ②製（商）品・サービスの向上（16.2％） ③省力・合理化（23.4％）   
④経営多角化（4.6％） ⑤研究・開発（6.5％） ⑥設備の更新維持（49.5％） ⑦その他（3.1％）

①金利条件（76.2％） ②貸手の信用力・安定性（11.5％） ③過去からの継続的取引（メイン・株主等）（77.2％）
④コンサルティング力（2.0％） ⑤情報提供力（5.4％） ⑥その他（0.8％）

①シンジケートローン（7.1％） ②コミットメントライン（6.5％） ③外貨建ローン（2.6％） ④私募債（2.1％） ⑤流動化（4.3％）
⑥リース（7.2％） ⑦割賦（1.8％） ⑧支払委託（0.6％） ⑨その他（1.0％） ⑩検討していない（55.7％）

  
 

＜資金使途＞   ①生産設備資金（25.9％） ②営業販売施設資金（8.2％） ③運転資金（30.9％）
                    ④研究開発設備資金（2.7％）  ⑤M&A資金（2.9％） ⑥その他（4.2％）
＜調達方法＞   ①自己資金（29.3％） ②民間金融機関からの借入（41.5％） ③リース・割賦（5.1％）
                   ④政府系金融機関からの制度融資（6.2％） ⑤株式発行（0.4％） ⑥社債発行（2.2％）
                   ⑦グループ会社間ファイナンス（7.2％） ⑧未定（2.5％） ⑨その他（0.9％）
＜時 期＞ ①年度内（15.2％） ②来年度上期（20.3％） ③来年度下期（12.4％）

  

①50名以下（18.8％） ②100名以下（12.0％） ③300名以下（29.1％） ④500名以下（13.8％） ⑤1,000名以下（11.7％）
⑥3,000名以下（9.2％） ⑦3,000名超（4.8％）
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【特別調査項目】
従業員の健康保持・増進に向けた企業の取組みについて

【１３】貴社における保険者種別を１つお答えください。

【１４】貴社における 40 歳以上の従業員の割合をお答えください。

【１５】貴社では、この数年で従業員の健康保持・増進に対する考え方に変化がありましたか。

【１６】従業員の健康保持・増進のために、現在実施している取組みは何ですか。保険者と共同で行っている取組みも含めて、
       お答えください（あてはまるものすべて）

【１7】（上記【 16 】で①～⑨とご回答された方にお伺いします）貴社にとって、従業員の健康保持・増進を行う目的は何ですか
       （主なもの３つまで）。

【１８】従業員の健康に関して、この数年間で改善がみられたものをお答えください（主なもの２つまで）。

【１９】従業員の健康保持・増進をどのように進めていますか。

国民医療費の増加や生産年齢人口の減少など、企業を取り巻く状況は変化しています。平成27 年度から厚生労働省のもとで
「データヘルス計画」が始まり、企業は従来以上に従業員の健康増進に関与することが求められます。
そこで、貴社における従業員の健康増進に関する現在と今後の取組みについてお伺いします。

①単一型（１つの企業（グループ）が単独で設立）（27.0％） ②総合型（同業種の複数企業で共同設立）（26.1％）
③協会けんぽ（全国健康保険協会管掌健康保険）（31.5％） ④国民健康保険（3.6％） ⑤公務員共済・その他（0.8％）

①25％未満（7.7％） ②25 ～ 50％未満（36.4％） ③50 ～ 75％未満（37.3％） ④75％以上（6.8％）

①関心は高まっている（51.9％） ②関心は低下している（0.3％） ③特に変化はない（39.2％）

①健康診断受診の推奨（79.0％） ②法定を超える健康診断の費用補助（25.4％） ③運動の奨励や運動施設利用補助（20.0％）
④食生活改善の支援（13.5％） ⑤メンタルヘルス対策（40.3％） ⑥社内での、健康相談や情報提供（26.1％）
⑦外部の機関による、健康相談や情報提供（26.5％） ⑧健康診断データの分析（15.2％） ⑨その他（1.9％） ⑩特になし（5.1％）

①法令遵守（50.7％） ②医療費の削減（10.2％） ③企業イメージ・社会的信頼度の向上（10.3％）
④従業員の生産性向上（49.8％） ⑤優秀な人材の採用と定着（15.5％） ⑥事故や不祥事の予防（30.5％）
⑦従業員の職場環境の充実・満足度向上（59.3％） ⑧従業員の生活の質の向上（34.7％） ⑨その他（0.7％）

①健康診断受診率、有所見者の再受診率（35.5％） ②健康上の理由による休暇・休職・退職数（10.9％）
③メンタルヘルス不調者数（6.8％） ④生活習慣病患者（予備群）数（7.6％） ⑤医療費負担（1.8％）
⑥その他（2.1％） ⑦特になし（36.8％）

【２０】（以下【 ２０ 】【 ２１ 】について、上記【 １９ 】で①～③とご回答された方にお伺いします）今後、従業員の健康保持・ 増進
        を推進するうえで、どのような点を充実したいとお考えですか（主なもの２つまで）。

【２１】今後、これまで以上に重視したい取組みは何ですか。保険者と共同で行う取組みも含めて、お答えください      
       （あてはまるものすべて）。

①健康や健康指導に対する知識や経験（56.3％） ②推進するための経費（11.7％） ③推進するための人材（11.0％）  
④従業員の関心（48.5％）  ⑤従業員のプライバシー対策（6.2％） ⑥推進するメリットや効果の把握（21.9％）  
⑦その他（1.1％） ⑧特になし（5.2％）

①健康診断受診の推奨（45.6％） ②法定を超える健康診断の費用補助（14.5％）
③運動の奨励や運動施設利用補助（21.5％） ④食生活改善の支援（18.0％） ⑤メンタルヘルス対策（51.1％）
⑥社内での、健康相談や情報提供（24.5％） ⑦外部の機関による、健康相談や情報提供（26.6％）
⑧健康診断データの分析（18.3％） ⑨その他（1.2％） ⑩特になし（8.4％）

①事業主が、従業員や保険者の協力を得ながら進めている（30.6％） ②保険者に任せるが、事業主も協力をしている（9.7％）
③従業員自身に任せるが、事業主も協力をしている（36.4％） ④事業主は関与していない（10.2％）

【１０】（非上場企業様にお伺いします）株式の上場について

【１２】現在、検討しているオフィス（不動産）等に関する事項について

【１１】現在の経営課題について（主なもの３つまで）

  
    

             
  

  
                   

  
                   

  
                   

  
                   

 
               

            
               

  
                   

   
                   

  

  

〔上場計画〕 ①近々上場予定有（0.3％） ②将来的に意向有（3.3％） ③上場意向なし（64.2％）
◇（①又は②とご回答の場合）   
 〔株式異動、増資計画〕 ①異動ニーズあり（6.2％） ②第三者割当増資計画あり（4.1％） ③いずれもなし（29.5％）

①面積見直し・集約（4.3％） ②立地・グレード改善（3.2％） ③賃料見直し（3.5％） ④建替え・改修（7.5％）
⑤売却（1.2％） ⑥その他（0.9％） ⑦該当なし（69.5％）

   
                     

   
                   
                   

＜事業面＞①売上拡大（65.0％） ②海外展開強化（21.0％） ③販路拡大・多角化（32.2％） ④収益性向上（69.0％）
⑤従業員の採用・教育（42.5％） ⑥不採算事業の売却（1.7％）  ⑦その他（1.5％）
＜資本面＞①ＲＯＥ向上（44.5％） ②株主還元（22.4％） ③自社株式の集約化（6.2％） ④事業継承への対応（18.8％）
⑤その他（3.6％）

 

（注１）設問８の金額、設問10の時期については、回答記載を省略しております。
（注２）複数回答の設問があるほか、各設問とも無回答分があるため、合計は100％にはなりません。
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